
別紙様式５

1

国有林野の産物販売委
託契約業務
（轆轤師山国有林外）
スギ外 2,370m3

分任支出負担行為担当
官
兵庫森林管理署長
阿久津　聡

兵庫県宍粟市
山崎町今宿
100-1

平成27年6月8日
株式会社 山崎
木材市場

兵庫県宍粟市
山崎町須賀沢
990-1

会計法第２
９条の３第４
項（企画競
争）

- - - - 3,839,400 - - - - - 37 0 - 単価契約

2

国有林野の産物販売委
託契約業務（沖ノ山国有
林外）
（スギ外 3,200m3）

分任支出負担行為担当
官
鳥取森林管理署長
竹内　芳仁

鳥取県鳥取市
東町2-325

平成27年6月3日
石谷林業 株式
会社　智頭支店

鳥取県八頭郡
智頭町市瀬
1438-1

会計法第２
９条の３第４
項（企画競
争）

- - - - 2,880,000 - - - - - 37 0 - 単価契約

3

国有林野の産物販売委
託契約業務
（滑山国有林外）
スギ外 700m3

分任支出負担行為担当
官
山口森林管理事務所長
谷　秀治

山口県山口市
野田35-1

平成27年6月1日
山口県森林組
合連合会 （山口
共販所分）

山口県山口市
駅通り2-4-17

会計法第２
９条の３第４
項（企画競
争）

- - - - 1,394,000 - - - - - 37 0 - 単価契約

4

国有林野の産物販売委
託契約業務
（滑山国有林外）
スギ外 2,000m3

分任支出負担行為担当
官
山口森林管理事務所長
谷　秀治

山口県山口市
野田35-1

平成27年6月1日
山口県森林組
合連合会 (徳山
共販所分）

山口県山口市
駅通り2-4-17

会計法第２
９条の３第４
項（企画競
争）

- - - - 3,640,000 - - - - - 37 0 - 単価契約

5

平成２７年度箕面国有林
における有害鳥獣個体
数管理事業
（一式）

支出負担行為担当官
近畿中国森林管理局長
青木　庸三

大阪府大阪市
北区天満橋1-
8-75

平成27年6月5日
公益社団法人
大阪府猟友会

大阪府大阪市
中央区谷町1-
3--27　大手前
建設会館内

会計法第29
条の3第4項
(その他)

箕面国有林においてシカ被害対策と
して実施する個体数管理事業(特定鳥
獣捕獲)では、捕獲に係る資格（罠
等）、及び捕獲後の処理等に関する専
門的技術を有する者により実施する
必要があるが、公益社団法人大阪府
猟友会は当該地域でこれらの資格等
を有し、当該事業を実施できる唯一の
相手方であり、会計法（昭和22年法律
第35号）第29の3第4項(契約の性質又
は目的が競争を許さない場合）に該当
するものとして、随意契約とした。

- - - 2,948,400 - 公社
国所
管

- - - - - 単価契約

6
大汝国有林内航空レー
ザー測量データの作成
(一式）

支出負担行為担当官
近畿中国森林管理局長
青木　庸三

大阪府大阪市
北区天満橋1-
8-75

平成27年6月22日
中日本航空 株
式会社大阪支
店

大阪府八尾市
空港2-12

会計法第29
条の3第4項
(緊急随意契
約)

H27年5月に石川県白山市大汝国有
林内において、融雪に伴う既存崩壊
地の拡大が確認され、事後当該個所
周辺域の航空レーザー測量を実施し
た業者が所持するデータに基づき、崩
壊地周辺の現状把握、及び崩壊原因
の究明等のためのデータ作成を早急
に行うため、会計法（昭和22年法律第
35号）第29の3第4項(緊急の必要によ
り競争に付することができない場合）
に該当するものとして、随意契約とし
た。

- - - 1,652,400 - - - - - - - - -

うち公益
社団法
人又は
公益財
団法人
（特例社
団法人
又は特
例財団
法人を
含む。）

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号に基づく随意契約に係る情報の公開（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日行政改革本部決定）に基づく情報の公開

商号又は名称

契約金額
移行困
難な事

由

移行予
定年限

公益法人の場合

公益法
人の区

分

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

競争性のある契
約に移行予定のも

の

物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の名
称及び所在地

名称 所在地

うち農
林水
産省
出身
者

落札率 備　　考
国所管、
都道府
県所管
の区分

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び住所

特別な
競争参
加資格
（※提案
者の数

が１の場
合の記
載事項）

再就職の
役員の数
（※契約の
相手方が
公益社団
法人又は
公益財団
法人（特例
社団法人
又は特例
財団法人
を含む。）
の場合の
記載事項）

提案者
の数

予定価格

住所

随意契約によ
ることとした会
計法令の根拠
条文（企画競争

等）


	物役（随契）

